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『財政と公共政策』投稿規定

　本誌は，財政と公共政策に関する幅広い領域の理論的・実証的研究の成果を公表し，相互交流を促すこ
とによって財政学研究，および公共政策研究の更なる深化・発展に寄与していくことを目指しています．
本誌の発行は財政学研究会を母体としていますが，上述の目的のために会員だけでなく広く非会員の方々
からの本誌への投稿も歓迎します．
　本誌への投稿論文は，財政学研究会内に設けられた『財政と公共政策』編集委員会によって受理され，
編集委員会の選任した複数の査読者による審査の上，掲載を許可されたものが掲載されます．なお，投稿
を希望される方は，以下の投稿規定に留意されるようお願い申し上げます．

投 稿 規 程
［本誌の扱う内容］
　財政学（予算論，経費論，租税論，公債論，地方財政論，国際財政論，財政政策論，財政思想，財政史
等），国家・自治体論，地方自治論，ガバナンス論，規制緩和，民営化，公益事業論，公共政策論（環境政
策，交通政策，国土政策，都市政策…）等関連領域．

［投稿論文の受理］
　投稿論文は随時受け付けています．到着した原稿から順次査読に入り，査読終了後に掲載が決定したも
のから順番に，年２回発行（５月，10 月）される本誌に掲載していくことにします．なお，投稿された論
文は返却されません．

［投稿論文の種別］
　投稿論文には，研究論文（制限字数25,000字），研究ノート（同15,000字），展望論文（同20,000字）の区
別があります．ただし，制限字数は全て図表込みの数字です．図表を用いる場合は１点を800字と計算し，
５点までを上の字数に含めることができます．また，総字数が上記の制限字数を超える場合，文章につい
ては１ページ（約1,700字）につき3000円，図表については１点につきその作成費用相当額だけ，投稿料が
引き上げられますので，あらかじめご留意下さい．なお，抜き刷りにつきましてはご要望に添えかねます
ので，ご了承ください．

［投稿料］
　財政学研究会会員は無料，非会員は有職者の方が１万円，大学院生の方は５千円となります．

［論文提出要領］
　投稿を希望される方は，テキストファイル，Microsoft Word，一太郎いずれかによる文書ファイルを下
記の投稿論文送付先に提出して下さい．なお，上記の文書ファイルではなくハードコピーにて投稿を希望
される方は本研究会までお問い合わせ下さい．また，掲載が決定した場合には，テキストファイル，
Microsoft Word，一太郎のいずれかによる文書ファイルを提出して頂くことになりますので，あらかじめ
ご留意下さい．図表をファイルとして提出する場合には，上記ワープロソフトで作成できるもの以外には，
Microsoft Excel，Lotus1-2-3によって作成されたものおよびCSV（カンマ区切りテキスト）ファイルに限り，
受領することが可能です．それ以外のものは，鮮明な印刷原稿，またはコピーをご用意下さい．なお，投
稿論文には以下の内容を記載した表紙を添付して下さい．①論文タイトル②投稿者の氏名③連絡先（住所，
電話・FAX番号，Eメールアドレス）④英文タイトル⑤英文氏名⑥内容要約（日本語，約200字）．

［投稿論文送付先］
〒606-8501　京都市左京区吉田本町　京都大学大学院経済学研究科財政学（植田）研究室内
　　　　　　Tel：075-753-3439
　　　　　　Fax：075-753-3512
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訂正記事

前号の書評　後藤和子『クリエイティブ産業の経済学』の中で、下記2点について
誤りがありましたので、お詫び申し上げます。

１．本文116頁左（誤）「文化ファンドへの投資を非課税とすることで」
　　　　　     →（正）「文化ファンドへの投資を減税とすることで」

２．本文117頁左　（誤）「第2章は創造都市と都市政策」となっているが
      本書の第2章タイトルは「創造性と都市政策」である



財政学研究会会則

Ⅰ　名称及び目的
　 　本会は財政学研究会と称し、財政学、経済学、公共政策及び関連諸分野における共同研究、な
らびに教育方法の研究をすすめることを目的とする。

Ⅱ　所　在　地
　　京都市左京区吉田本町京都大学経済学部内財政学（植田）研究室に本会事務局を置く。

Ⅲ　会員並びに入会規定
　 　会員及び院生会員を定める。会員及び院生会員は所定の会費を納入し、本会の運営及び共同研
究活動に参加する。会員及び院生会員の入会は、会員二名の推薦にもとづき総会においてこれを
決定する。院生会員から会員への移行については別途定める。

Ⅳ　会　代　表
　　本会代表一名を総会で選出する。会代表は総会の招集を行う。

Ⅴ　総　　　会
　 　少なくとも年一回は総会を開催し、年間共同研究計画の作成、入会者の決定、会計報告、運営
委員の選出等を行う。また、会員の十分の一の要求があれば、臨時総会を開催することができる。

Ⅵ　運営委員会
　 　総会において運営委員若干名を選出し運営委員会を組織する。運営委員会は次の総会までの会
務を執行し、必要に応じて事務局を置くことができる。

Ⅶ　会　　　費
　　会員より年間会費5,000円を徴収する。三ヵ年以上にわたり会費を納めないものは、原則として
会員たる資格を失う。院生会員の会費については別途定める。会費の変更は総会が決定する。

Ⅷ　会計監査及び予算
　　総会は年間予算を決定し会計監査一名を選出する。会計監査委員は年一回会計監査を行う。

Ⅸ　研究活動
　　本会は次の諸活動を行う。
　　（１）定例研究会及び合宿研究会
　　（２）専門別研究部会の設置、運営
　　（３）機関誌の編集、発行、普及
　　（４）プロジェクト研究及び出版
　　（５）その他

Ⅹ　『財政と公共政策』
　１ ．本会機関紙、『財政と公共政策』を年二回発行する。総会において編集委員会を設置し、編集
委員会がその編集、発行を行う。編集委員会の規則は別途定める。

　２．定期購読者は実費（送料込）で『財政と公共政策』を購入する。

ⅩⅠ　付　　　則
　　本会に必要な改正は、総会において行う。
　　本会則は1979年4月28日付で発効する。
　　本会則は2006年8月28日に改正され、同日付で発効する。
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